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（仮称）新・新潟市農業構想 第１回策定委員会資料 

１．新農業構想策定の考え方 

（1）目的 

「（仮称）新・新潟市農業構想」（以下、「新農業構想」という）は、新潟市農業

及び農村の振興に関する条例に示された下記の基本理念に基づき、産学官民の協

働によって、食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進するこ

とを目的に策定します。 

（2）位置付け 

新農業構想は、「新潟市農業及び農村の振興に関する条例」第８条に規定される

基本計画であるとともに、新潟市総合計画の農業部門に関する計画として位置づ

けられる予定です。

（3）策定の基本的な考え方 

新農業構想は、「新潟市農業構想（平成18年策定：計画期間平成18年度から平成

26年度まで）」（以下、「現農業構想」という）を基礎としながら、本市の現状の把

握、構想の検証を行い、国や県の施策の方向も踏まえながら、新たな目標の設定、

内容の時点修正等を行い、計画期間を平成27年度から平成34年度（予定）までと

して策定します。

食
料

農
業

農
村

◎安心で安全な農産物の安定的な生産 

◎地場農産物の地域内の流通及び消費の促進 

◎農地・農業水利施設等及び担い手の確保とこれらの効率的な組み合わせ 

◎自然環境と調和した持続的な農業の発展 

◎多面的機能を有する場として整備、保全 

◎農産物の生産、生活及び地域活動が共存する場として整備、保全 

資料２ 
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（4）全体スケジュール 

▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

▲ ▲ ▲ ▲ ▲

▲ ▲ ▲ ▲ ▲

備　考
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（１）(仮称）新・新潟市農業構想
　　　策定支援調査

①農業・農村を取り巻く社会情勢と
　　課題の整理

検  討  項  目
業　　務　　工　　程

（3）策定会議・庁内策定委員会
　　　・庁内ワーキング会議等

①ワーキング会議

②庁内策定委員会

③策定会議

②新潟市農業・農村の現状と課題
　　の整理

③各地区の状況の把握

④パブリックコメントの実施支援

⑤新潟市農業構想の各記載項目
　　の検証・整理・追加等

（2）構想書の作成

構想書の作成

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回

補足調査

補足調査

補足調査

準備 整理･修正

委員会指摘修正
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２．新潟市農業構想の目標の達成状況と評価  （1）現農業構想における施策の展開の評価と課題 
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（2）現農業構想における目標の達成状況 
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３．新潟市の現状整理 

（1）新農業構想の目次（案） 

１．農業・農村を取り巻く社会情勢 

1.1 社会情勢の変化 

（1）国内の少子高齢化、人口減少が進行 

（2）グローバル化の進展による農政の大きな動き 

（3）食の安心・安全、環境保全への関心の高まり 

（4）日本人の食生活・ライフスタイルの変化、多様化 

（5）近年の大地震を教訓とした防災対策 

1.2 国の新たな農業政策 

（1）農林水産業・地域の活力創造プランの基本的な考え方 

（2）プランを推進する新たな農業・農村政策「４つの改革」 

（3）政策の展開方向 

２．新潟市の農業・農村の現状整理 

2.1 日本一の水田農業（水田農業に関する現状） 

2.2 多様な農産物の産地（野菜・果樹・花き・畜産に関する現状） 

2.3 農業・農村を支える担い手（担い手に関する現状） 

2.4 農業・農村を支える農地（農地全般に関する現状） 

2.5 新潟市の地域力（多面的機能、多様な取り組み） 

３．ＳＷＯＴ分析による課題の整理 

 3.1 新潟市の農業・農村の「強み」、「弱み」 

 3.2 クロスＳＷＯＴ分析による課題の整理 

４．新潟市の農業・農村の将来像 

５．基本方針 

６．プロジェクト 

７．目標設定 

８．推進体制
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（2）新潟市の現状 

①日本一の水田農業

日本一の水田耕地面積を誇るが、減少傾向にある 

■水田耕地面積の減少率は、全国の米どころの中でも最も大きく、生産基盤

の脆弱化が懸念されます。 

■現状では宅地やその他建物施設用地への転用による耕地の減少が見られ

ます。 

■販売農家１戸当たりの水田の経営耕地面積が拡大傾向にあること等、現時

点では離農や規模縮小により生じた余剰農地の多くが流動化され、有効利

用されていることが伺えます。 

国内の人口減少、食の多様化等により主食用米の需要が減少 

■主食用米の消費量が年々減少傾向にあります。 

■食の健康志向や中食・外食化を背景に、新形質米※への注目や多様な需要

が生まれています。 

 ※新しい形質や特性などをもつ米。低アミロース米、低アレルゲン米、巨大胚米、有色素

米や香り米などがある。

依然としてコシヒカリ偏重の作付が続く 

■コシヒカリ偏重の作付のため、天候、気候変動等のリスクに備えた早稲、

中稲、晩稲などへの分散は進んでいません。 

国の新たな農業政策が展開 

■水田フル活用：需要に応じた戦略作物等の生産推進、農作業ピークの分散 

■農地中間管理機構の創設：担い手への農地の集積推進 

■日本型直接支払制度の創設：担い手への農地集積による役務負担増を地域

の共同活動によって下支え 

新規需要米の導入が進んでおり、今後も加工用米の需要が見込まれる 

■市は多様な米づくりを推進し、地域内流通への支援を行っていますが、市

内の食関連企業からはさらに多くの地場産を求める声があります。 

■市内には、加工用米を使う米菓業者、酒米を使う酒蔵、飼料用米を使う畜

産農家など新規需要米の需要先が揃っています。 

担い手は現時点では確保されているが、今後の対策が必要 

■担い手については、専業農家が増加傾向、認定農家数が日本一、65歳未満

の農業就業者割合が国や県と比較して高い、新規就農者が毎年50名ほど確

保されている、などの特徴があります。
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出典：「平成25年度食料･農業･農村の動向」農林水産省 

図表４ わが国の国民１人・１年当たりの品目別消費量の推移 
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出典：「作物統計 面積調査」平成24年耕地及び作付面積統計（米産出額は「生産農業所得統計」）
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図表１ 水田耕地面積の推移（H18米産出額上位６市） 
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図表２ 新潟市の農地転用面積の推移 
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図表５ 新潟市の米の種類別作付面積の推移 

（単位：ha）

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H22-25増減 

加工用米 2,088 1,561 1,764 1,931 ▲158 

備蓄米 0 421 906 1,397 1,397 

米粉用米 480 791 657 263 ▲217 

飼料用米 117 192 94 37 ▲80 

バイオ燃料用米 50 32 28 21 ▲29 

ＷＣＳ 72 60 63 61 ▲10 

非主食用米計 2,807 3,057 3,512 3,710 903 

出典：新潟市提供資料

出典：「2010年世界農林業センサス農林

業経営体調査新潟県統計表（確定値）」 
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図表３ 戸当たり経営耕地面積の推移
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②多様な農産物の産地

米以外の農産物も盛んで、作付作物は地域の特徴がみられる 

■農業産出額の市町村ランキングは、野菜15位、果実39位、花14位と高くな

っています（H18）。豚の飼養頭数は政令指定都市17市中２位です（H24）。 

■旧新潟市の野菜、江南区（亀田地域）・南区（白根・味方・月潟地域）の

果樹、秋葉区（新津・小須戸地域）の花きなど、各地域の強みとなる作物

が栽培されています。 

米以外の特産品の生産振興を図っているが知名度が低い 

■出荷額全国トップクラスのチューリップをはじめ、ル レクチエ、越後姫

など特産品の生産振興を図っているものの、市内外での知名度が低い状況

にあります。 

畑、樹園地の集積、水田の汎用化は進んでいない 

■畑、樹園地の経営耕地面積は減少傾向にあり、田よりも減少率が高くなっ

ています。また、１戸当たりの経営耕地面積（H22）は、畑0.3ha、樹園地

0.5haでほとんど変化がないことから、田と比較して、集積が進んでいな

いことが伺えます。 

■ほ場整備率は48.9%、水田の汎用化率は35.5%（H24.3）と低く、水田の汎

用化に向けた基盤整備は進んでいません。 

農業就業人口は減少、長時間労働・繁忙期の偏りによる労働力不足

■農業就業人口は減少傾向にあるとともに、労働力不足が懸念されます。 

■野菜・果樹・花きは、米と比較して所得額は大きいものの、労働時間が長

く労働強度も高く、それぞれ技術を要するため、米から他作物へ新規参入

するにはハードルが高いと考えられます。 

出荷先の多様化 

■直売所やネット等の直販の他、海外における日本食の評価の高まりによ

り、米を主体に果物（なしやもも）、花き（チューリップ切り花）等の輸

出（ロシア、台湾、香港、モンゴル等）を既に行っています。 

食の安心・安全、食の多様化 

■安心・安全な農産物であることを前提に、国産食材利用や機能性食品など

が求められています。国の新たな農業政策では、医福食農連携や加工・業

務用野菜の増産などが推進されています。

■新潟市内でも太陽光・人工光を用いた植物工場など、新たな取り組みを行

う農家も見られます。 

■新潟市では木質ペレットだけでなく、もみ殻など田園が持つ資源を利用

し、公共施設や農家の暖房用熱源、植物工場などにおける自然エネルギー

使用を目指しています。
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出典：「2010年世界農林業センサス」 
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図表９ 戸当たり経営耕地面積の推移 
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出典：「2010年世界農林業センサス」 
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図表８ 経営耕地面積の推移 
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図表６ 主要作物栽培地域 

地域 特徴 

北区 米を中心に多種多様な作物が栽培される都市

近郊型農業。 

東区 

中央区 

江南区 

水稲単作経営と米を主体に野菜、果樹、畜産

等の複合経営。日本なし、うめ、チューリッ

プ等が盛ん。 

秋葉区 水稲を基幹に、花き･花木、植木･盆栽の園芸業

が盛ん。 

南区 水稲を基幹に、果樹、野菜、球根、切り花、

花木等の園芸作物栽培が盛ん。 

西区 水稲を中心に野菜、花き、球根等、海岸砂丘

地ではスイカ、だいこん、ねぎ等を生産。 

西蒲区 水稲を中心に果樹、野菜、畜産等の複合経営。 

出典：新潟市提供資料 

新潟市内における認知度 
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図表７ 新潟市の銘産品の認知度 
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③農業・農村を支える担い手

兼業農家の割合が高いが、専業農家も増加傾向 

■専業農家数が平成12年以降増加しており、一部の兼業農家が、退職を機に

専業農家に移行したと考えられます。

■新潟は、全国と比較して兼業農家割合が高いのが特徴です。都市近郊で、

農業以外に働く場が比較的あることが伺えます。

農家の販売金額は、国、県と比較して高い農家が多い 

■販売農家の約１割が販売金額1,000万円以上です。 

■この高い販売金額を兼業農家の割合が比較的高い中で達成しています。 

認定農家数は日本一 

■平成24年度の認定農業者数は全国市町村１位を誇ります。 

■認定農業者への農地集積率も年々増加しています。 

比較的若い農業就業者 

■農業就業者の高齢化は進んでいるものの、65歳未満の比率が国や県と比較

して高くなっています。 

  ■比較的高齢でも営農できる稲作の特徴を勘案すると、農地集積等による営

農の継続可能性が期待されます。 

エコファーマー認定者も多い 

■新潟市のエコファーマーは3,366人（H25.3）で、県全体の約25％を占めて

います。 

新規就農が確保されている 

■新規就農者は増加傾向にあり、平成25年の新規就農者は約66人です。 

■新潟市では、新規就農者の確保と育成のための支援を行っています。 

反面、離農者も多く発生している 

■離農者も年間700人程度いるのが現状です。

集落営農組織の設立は遅れている 

■集落営農組織数は22組織で、うち17組織は平成16年～平成20年の間に設立

しています。 

■集積面積割合や構成農家割合など、県平均を下回っていることから、集落

営農組織の設立は遅れているといえます。
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図表10 専兼別農家数及び割合の推移 

出典：「2010年世界農林業センサス」 
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図表11 販売金額規模別農家数割合 

図表13 農業就業者の年齢別構成比 

出典：「2010年世界農林業センサス 新潟県 

   -販売農家-年齢別農業就業者人口」 
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出典：H20～24：「新潟市の農林水産業」 

H25：新潟市提供資料 
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図表14 新規就農者数の推移 
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図表12 認定農業者への農地集積状況の推移 

出典：「新潟市の農林水産業」 

H19 H20 H21 H22 H23 H24

新潟市 新潟県 

集積面積 834ha（３%※1） 18,681ha（14%※1） 

構成農家数 460 戸（４%※2） 15,487 戸（17%※2） 

※1：総農家の経営耕地面積に占める集積面積率 

※2：総農家戸数に占める集落営農構成農家率 

図表16 集落営農組織の集積面積及び構成農家数 

【平成25年度】 

出典：「農業集落実態調査」（H25） 
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図表15 農業就農人口の推移 

H2 H7 H17 H22

30,498人

25,940人
22,737人

19,068人

H12

26,693人

▲761人/年 
▲151人/年 

▲641人/年 
▲734人/年 

出典：「農林業センサス」 

赤字は、農業就業人口の減少から推計した

年平均の離農者数 
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④農業・農村を支える農地

広大な農地 

■新潟市の土地利用は、田56％、畑11％、山林７％、宅地23％、その他４％

で、市の約７割を占める約３万haの平坦な広い農地が特徴です。

多様な農産物の生産 

■新潟市街地、市街地を囲むように広がる平坦な低湿地、海岸沿いの砂丘地

など、広域で市町村合併を行ったことから、米以外にもそれぞれの地域特

性を活かした多種多様な農産物づくりが行われています。

販売農家に集積される経営耕地 

■販売農家の１戸当たり経営耕地面積の規模は田が2.8ha、畑0.3ha、樹園地

0.5haであり、いずれの地目も県平均より大きくなっています。

■経営耕地面積2.0ha以上の農家割合が年々増加しています。 

■耕作放棄地面積が市全体で減少していることからも、離農や規模縮小によ

り生じた余剰農地が販売農家に集積されていることが伺えます。 

新潟市の耕作放棄地は少ない、出し手の農地が受け手に集積 

■耕作放棄地は197ha(H25)で、販売農家の経営耕地面積の１％未満です。

■耕作放棄地率及び貸付耕地率の推移から、新潟県全体として、出し手の農

地が受け手に集積されている地域であることが伺えます。 

■新潟市では、農業委員会が耕作放棄地の斡旋調整を行い、解消対策を行っ

ています。 

ほ場整備率は低く、水田の汎用化に向けた基盤整備は進んでいない 

■ほ場整備率は48.9%（H23）、水田の汎用化率は35.5%と低く、水田の汎用化

に向けた基盤整備は進んでいません。 

環境保全型農業の取り組み 

■化学肥料・化学合成農薬を慣行の5割以上削減した米の栽培面積は、

7,188ha（H25）と水稲作付面積の約３割を占めています。 

■環境保全型農業の取組面積は増加傾向で、環境にやさしい農業への意識は

高まっています。
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図表17 新潟市の土地利用面積 

出典：「ポケット統計新潟市（課税地面積）」（H25.1.1） 
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図表19 耕作放棄地面積の推移 

190ha

出典：H21～H24：「新潟市の農林水産業」 
H25：新潟市提供資料 
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図表18 経営耕地面積規模別の農家数割合の推移(販売農家)

出典：「2010年世界農林業センサス」 
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図表20 経営耕地及び借入耕地の推移 

4,402ha 

(13%) 

出典：H21～H24：「新潟市の農林水産業」 
H25：新潟市提供資料 

5,202ha 

(16%) 

6,286ha 

(20%) 

7,014ha 

(23%) 

7,931ha 

(27%) 

29,898ha 27,800ha 25,651ha 22,926ha 20,997ha

H2 H7 H12 H17 H22

水田作付面積 ５割減減栽培 ５割減減栽培率 

H23 24,100ha 6,707ha 27.8% 

H24 24,300ha 7,064ha 29.1% 

H25 24,500ha 7,188ha 29.3% 

出典：「作物統計」、新潟市提供資料

図表22 環境保全型農業による米の作付面積の推移 

新潟市 新潟県 

水田面積 整備済み面積 水田整備率 水田面積 整備済み面積 水田整備率 

H22 28,900ha 13,737ha 47.5% 154,400ha 89,814ha 58.2% 

H23 28,700ha 13,773ha 48.0% 153,900ha 90,822ha 59.0% 

H24 28,600ha 13,973ha 48.9% 153,200ha 91,961ha 60.0% 

出典：水田面積「耕地面積統計」、整備済み面積「新潟県農地計画課調査」

図表21 水田整備率の推移（新潟市及び新潟県） 

整備済み面積は、標準区画（30a程度）以上で、道路、用排水路等が完備され、中･大型機械化体系の営農が可能な水田面積 
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⑤新潟市の地域力

国内有数の食品産業力を持っている 

■米菓やかまぼこなど、全国シェアトップクラスの食品関連企業が立地して

います。

農に関わることのできる機会が多い 

■「食と農の学校」や「農業サポーターシステム」など、市民が農に係る活

動を支援しています。 

■市民農園、体験農園、収穫農園、農家レストランや直売所など、グリーン

ツーリズム関連施設が各区に点在しています。 

■「いくとぴあ食花」や「アグリパーク」の開設など、子供の頃から「食と

農」を学ぶ環境を整備しています。 

産学官連携を推進する素地がある 

■新潟大学、長岡技術科学大学、国際情報大学、事業創造大学院大学、新潟

薬科大学、農業活性化研究センター、バイオリサーチセンターなど、栽培、

生薬、機能性食品、ＩＴ技術など、農業生産に関わる産学官連携推進の素

地があります。 

農業と連携した企業の取り組みが始まっている 

■農家が利用する加温用燃料となる木質ペレットの製造や、特産農産物の加

工販売等、地域資源を活用した新産業の創出に取り組む企業や組織があり

ます。 

地域共同活動が盛ん 

■農地・水保全管理支払交付金活動が盛んで、平成25年度時点で市内に169

組織が活動しています。 

■新潟市では、地域コミュニティーの充実や活性化を推進しており、市民が

主体的にまちづくりに参画し、共助と協働の輪を広げ、地域のことは地域

で考え、自ら行動する姿を目指しています。

■自治会加入率93％は政令指定都市中２位（H25）、子ども会加入率100％は

政令指定都市中１位（H18）など、地域力の強さがみられます。

国の新たな農業政策の展開 

■「女性や若者を含めた多様な人材を活用し、農業と商工業の連携や、農業

と医療・福祉・食品分野との連携等の６次産業化を進める」こととしてい

ます。 

■医福食農連携の推進、機能性の高い食品の市場環境整備、加工・業務用野

菜の増産などを進めています。
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企業名 主な品目 
全国ｼｪｱ 

（％） 

全国 

ﾗﾝｷﾝｸﾞ 

亀田製菓(株) 

〔新潟市〕 
米菓 20.6 第１位 

三幸製菓(株) 

〔新潟市〕 
米菓 14.1 第２位 

佐藤食品工業(株) 

〔新潟市〕 

無菌包装米飯 24.6 第１位 

切り餅 28.6 第１位 

一正蒲鉾(株) 

〔新潟市〕 

風味かまぼこ 11.2 第２位 

ちくわ 4.3 第２位 

※全国シェアは、平成 21（2009）年度市場規模 

出典：「新潟市ﾆｭｰﾌｰﾄﾞﾊﾞﾚｰ特区ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ提案資料」

図表23 新潟市に本社がある食品関連企業 

区分 機関名 

教育機関 新潟県農業大学校 

Abio新潟農業・バイオ専門学校 

新潟薬科大学 

NSGグループ 

研究機関 バイオリサーチパーク㈱ 

新潟大学フードサイエンスセンター 

農業活性化研究センター 

食品加工支援センター 

食と花の交流センター 

支援機関 食の新潟国際賞財団 

産業振興財団ビジネス支援センター 

新潟県農業総合研究所 

新潟県醸造試験場 

出典：「新潟市ﾆｭｰﾌｰﾄﾞﾊﾞﾚｰ特区ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ提案資料」

図表26 産学官の高度な教育･研究･支援機関 

出典：新潟市提供資料 
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図表24 戸当たり経営耕地面積の推移 
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図表27 政令市別自治会加入率（H25） 

出典：「明日の新潟市を展望する基礎データ集」 

図表25 「いくとぴあ食花」、「アグリパーク」施設マップ 

《いくとぴあ食花》食と花の交流センター 《アグリパーク》教育ファーム 

食と花の交流センター

動物ふれあいセンター

こども創造センター

食育･花育センター 

出典：新潟市ホームページ 


